
平成29年度　病院事業会計決算の概要

１　営業関係
　　　総収益25億4,099万円、総費用26億7,709万8千円で、純損失は1億3,610万8千円になりました。
　　　内容は、次のとおりです。 （単位：千円・％）

平成29年度 平成28年度 比較増減 伸率

1,483,283 1,350,173 133,110 9.9

620,026 666,619 △ 46,593 △ 7.0

145,362 150,634 △ 5,272 △ 3.5

176,532 171,361 5,171 3.0

62,622 69,554 △ 6,932 △ 10.0

20,420 22,069 △ 1,649 △ 7.5

32,745 35,114 △ 2,369 △ 6.7

2,540,990 2,465,524 75,466 3.1

103,269 42,725 60,544 141.7

317,842 279,625 38,217 13.7

433,129 412,754 20,375 4.9

190,169 183,161 7,008 3.8

4,565 2,448 2,117 86.5

26,022 25,412 610 2.4

44,999 47,521 △ 2,522 △ 5.3

20,015 23,701 △ 3,686 △ 15.6

64,102 58,862 5,240 8.9

(b) 8,097 7,323 774 10.6

2,677,098 2,512,343 164,755 6.6

128,011 39,496 △ 88,515 △ 224.1

136,108 46,819 △ 89,289 △ 190.7

２　業務関係
　　　本年度の入院患者延数は38,354人で、前年度比1.2％の増加となりました。
　　　本年度の外来患者延数は85,472人で、前年度比4.0％の減少となりました。
　　　内容は、次のとおりです。

平成29年度 平成28年度 比較増減 伸率(％)

人 38,354 37,916 438 1.2

人 105 104 1 1.0

円 38,673 35,610 3,063 8.6

人 85,472 89,073 △ 3,601 △ 4.0

人 350 367 △ 17 △ 4.6

円 7,254 7,484 △ 230 △ 3.1

３　施設整備関係
　（１）　防犯カメラ録画システム設置工事

４　医療機器等整備関係
　（１）　Ｘ線透視装置機器　外４件

５　その他
　（１）　累積欠損金（期末）　8億7,748万円
　（２）　医業収益と給与費の割合　　64.7％（　28年度　　62.9％　）
　（３）　医業収益と薬品費の割合　　 7.3％（　28年度 　　6.1％　）
　（４）　一般会計からの繰入金の状況 （単位：千円・％）

平成29年度 平成28年度 比較増減 伸率

155,832 150,306 5,526 3.7

5,663 5,842 △ 179 △ 3.1

15,037 15,213 △ 176 △ 1.2

2,350 2,297 53 2.3

5,236 8,399 △ 3,163 △ 37.7

25,110 27,146 △ 2,036 △ 7.5

29,926 31,712 △ 1,786 △ 5.6

141,803 127,712 14,091 11.0

380,957 368,627 12,330 3.3

⑧ 企 業 債 元 金
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① 救 急 医 療 費
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医業外
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他 会 計 負 担 金



1

(1) 1,483,283,270

(2) 620,026,322

(3) 145,361,853

(4) 176,532,000 2,425,203,445

2

(1) 1,568,158,087

(2) 317,841,922

(3) 433,128,638

(4) 190,169,102

(5) 4,564,592

(6) 26,022,510 2,539,884,851

114,681,406

3

(1) 3,921

(2) 62,622,000

(3) 6,120

(4) 20,419,561

(5) 32,735,354 115,786,956

4

(1) 44,999,336

(2) 31,900

(3) 20,014,650

(4) 64,070,296 129,116,182 △ 13,329,226

128,010,632

5

(1) 8,096,601 8,096,601 △ 8,096,601

136,107,233

741,371,975

877,479,208

資 産 減 耗 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

他 会 計 負 担 金

給 与 費

減 価 償 却 費

材 料 費

医 業 費 用

経 費

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 損 失

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

医 業 外 費 用

患 者 外 給 食 収 益

そ の 他 医 業 外 収 益

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

平 成 29 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

（単位:円）

経 常 損 失

患 者 外 給 食 材 料 費

医 業 収 益

医 業 損 失

研 究 研 修 費

受 取 利 息 配 当 金



1

(1)

イ 34,032,902

ロ 1,947,659,995

△659,670,335 1,287,989,660

ハ 1,709,000,153

△600,366,959 1,108,633,194

ニ 28,538,421

△18,267,376 10,271,045

ホ 1,316,453,535

△968,074,301 348,379,234

ヘ 9,672,952

△7,317,090 2,355,862

ト 4,531,000

△4,403,950 127,050

2,791,788,947

(2)

イ 443,100

443,100

(3)

イ 49,200,000

△31,140,000 18,060,000

18,060,000

2,810,292,047

2

(1) 352,156,004

(2)

イ 383,677,970

△8,539,601 375,138,369

ロ 73,849,065

△5,285 73,843,780

ハ 148,835,000

597,817,149

(3) 10,212,383

(4) 977,320

(5) 1,742,700

962,905,556

3,773,197,603

平 成 29 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日）

(単位：円)

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

建物附属設備減価償却累計額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

器械備品減価償却累計額

車 両

車 両 減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

リース資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

医 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

医 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3

(1)

イ

2,217,465,463

2,217,465,463

(2)

イ 111,134,000

111,134,000

2,328,599,463

4

(1)

イ

260,867,287

260,867,287

(2)

イ 141,584,669

ロ 1,970,420

ハ 30,725,482

174,280,571

(3) 4,272,292

(4)

イ 76,277,000

ロ 13,855,000

90,132,000

(5) 16,152,078

545,704,228

5

(1)

イ 2,077,452

ロ 30,104,856

ハ 175,699,093

ニ 25,736,191

ホ 114,027,457

347,645,049

(2) △218,101,124

129,543,925

3,003,847,616

6

(1) 67,852,672

(2) 1,578,976,523

1,646,829,195

7

(1)

イ 877,479,208

877,479,208

△877,479,208

769,349,987

3,773,197,603

(単位：円)

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

医 業 未 払 金

医 業 外 未 払 金

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

市 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計



 

注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｱ) 減価償却の方法 

定額法 

(ｲ) 主な耐用年数 

建物     22～39年 

建物附属設備 10～39年 

構築物    10～40年 

器械備品   ３～20年 

車両     ４～６年 

   イ リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。 

  (3) 引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異（378,608,131円）については、平成 26年度から 15年にわ

たり均等額を費用処理している。 

   イ 賞与引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

   ウ 法定福利費引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   エ 貸倒引当金 

 長期貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付対象者の在職期間による返還免除

予定相当額を計上している。 

また、医業未収金及び医業外未収金の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等

により回収不能見込額を計上している。 

  (4) 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 



 

２ キャッシュ・フロー計算書等関連 

  重要な非資金取引 

 該当なし 

 

３ 貸借対照表関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、1,601,657,479円である。  

 

４ その他の注記 

  引当金の取崩し 

   ア 退職給付引当金の取崩し 

当年度において、退職手当として 72,942,910 円を支給するため、退職給付引当金

72,942,910円を使用した。 

   イ 賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び期末勤勉手当として 211,524,178円を支給するため、賞

与引当金 70,274,688円を使用した。 

   ウ 法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、法定福利費として 196,323,460円を支出するため、法定福利費引当金

13,246,374円を使用した。 

   エ 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、奨学貸付金返還免除による損失額として 24,000,000 円を長期貸付金

から減額するため、貸倒引当金 24,000,000円を使用した。 



円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △136,107,233

減価償却費 190,169,102

固定資産除却費 3,909,161

引当金の増減額（△は減少） 57,064,266

長期前受金戻入額 △20,939,561

受取利息及び受取配当金 △3,921

支払利息 44,999,336

未収金の増減額（△は増加） △20,283,285

未払金の増減額（△は減少） 3,987,161

たな卸資産の増減額（△は増加） 112,890

その他流動資産の増減額（△は増加） △189,370

その他流動負債の増減額（△は減少） 2,646,469

　小計 125,365,015

利息及び配当金の受取額 3,921

利息の支払額 △44,999,336

業務活動によるキャッシュ・フロー 80,369,600

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △67,903,070

国庫補助金等による収入 7,020,000

貸付けによる支出 △6,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △66,883,070

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 66,200,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △243,183,759

他会計からの出資による収入 141,803,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,180,759

資金増加額（又は減少額） △21,694,229

資金期首残高 373,850,233

資金期末残高 352,156,004

平成29年度  三浦市病院事業キャッシュ・フロー計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
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